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1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

完成工事高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 34,616 1.7 56 ― 260 ― 108 ―

22年3月期第3四半期 34,036 △7.8 △175 ― △13 ― △14 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 4.80 ―

22年3月期第3四半期 △0.65 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 44,592 24,323 51.1 1,023.11
22年3月期 45,008 24,812 51.8 1,033.89

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  22,795百万円 22年3月期  23,322百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 5.00 ― 10.00 15.00
23年3月期 ― 5.00 ―

23年3月期 
（予想）

10.00 15.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

完成工事高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 54,000 0.6 1,000 34.0 1,200 29.7 600 25.9 26.93



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外でありますが、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取
引法に基づく四半期連結財務諸表の四半期レビュー手続は終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載している予想数値は、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づいたものであり、実際の業績は予想と異なる場合があります。 
 なお、業績予想に関する事項につきましては、四半期決算短信【添付資料】２ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご参照ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.３「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q 23,138,400株 22年3月期  23,138,400株

② 期末自己株式数 23年3月期3Q  857,521株 22年3月期  580,294株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q 22,510,113株 22年3月期3Q 22,563,210株
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 当第３四半期連結累計期間の経営成績は、当社の主要セグメントである情報通信工事業が減少しま

したが、ソリューション事業やその他事業の増加により、受注高376億３千８百万円（前年同期比

98.0％）、完成工事高346億１千６百万円（前年同期比101.7％）となりました。 

 ソリューション事業の増加は、主に各自治体が推進している地域情報化工事によるもので、その他

事業の増加は、電線類地中化工事や官公庁向けのリース契約が順調に推移したことによるものであり

ます。 

 また、損益につきましては、完成工事高の増加及び各種業務改善施策等の展開により 、営業利益

５千６百万円（前年同期は１億７千５百万円の営業損失）、経常利益２億６千万円（前年同期は１千

３百万円の経常損失）、四半期純利益１億８百万円（前年同期は１千４百万円の四半期純損失）とな

りました。 

  

  

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、現金及び預金が13億２千５百万円増加、リース投資資産

が４億７千７百万円増加、有価証券が５億円増加、未成工事支出金が37億２千５百万円増加した一方

で、受取手形・完成工事未収入金等が65億９千９百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末

に比べ４億１千５百万円減少し、445億９千２百万円となりました。 

 負債は、工事未払金等が６億３千万円減少、賞与引当金が３億５千１百万円減少しましたが、短期

借入金が６億４百万円増加、長期借入金が３億１千６百万円増加したことなどにより、前連結会計年

度末に比べ７千３百万円増加し、202億６千８百万円となりました。 

 純資産は、四半期純利益を１億８百万円計上しましたが、配当金の支払い３億３千８百万円やその

他有価証券評価差額金２億１千万円の減少などにより、前連結会計年度末に比べ４億８千８百万円減

少し、243億２千３百万円となりました。 

  

  

 第３四半期連結累計期間の業績は、概ね計画どおりに推移しており、平成22年5月12日公表の予想

数値に変更はありません。 

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報

(2) 連結財政状態に関する定性的情報

(3) 連結業績予想に関する定性的情報
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 該当事項はありません。 

  

 （簡便な会計処理） 

①棚卸資産の評価方法 

 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会

計期間末に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

 また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価

額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

②繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、 一

時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した業績

予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

  

 （特有の会計処理） 

 税金費用の計算 

 税金費用については、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積もり、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用してお

ります。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

  

 （会計処理基準に関する事項の変更） 

 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成

20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号

平成20年３月31日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

  

 （表示方法の変更） 

①前第３四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めていた「投資事業組合運用

損」は、営業外費用総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記する

こととしております。なお、前第３四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「投

資事業組合運用損」は２百万円であります。 

  

②「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務

諸表等規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しておりま

す。 

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要
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3. 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,713 3,388

受取手形・完成工事未収入金等 8,163 14,762

リース投資資産 4,166 3,688

有価証券 1,150 650

未成工事支出金 5,078 1,352

商品 453 369

材料貯蔵品 287 218

繰延税金資産 366 356

その他 807 479

貸倒引当金 △60 △113

流動資産合計 25,126 25,153

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 7,756 7,751

機械、運搬具及び工具器具備品 9,937 10,145

土地 7,845 7,845

建設仮勘定 246 58

減価償却累計額 △12,096 △11,920

有形固定資産合計 13,689 13,880

無形固定資産 234 238

投資その他の資産

投資有価証券 3,944 4,263

繰延税金資産 1,317 1,184

その他 552 634

貸倒引当金 △271 △346

投資その他の資産合計 5,542 5,735

固定資産合計 19,466 19,854

資産合計 44,592 45,008
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 5,763 6,393

短期借入金 3,074 2,470

未払法人税等 119 110

未成工事受入金 345 221

賞与引当金 330 681

役員賞与引当金 27 36

工事損失引当金 17 5

その他 566 638

流動負債合計 10,244 10,558

固定負債

長期借入金 4,236 3,920

繰延税金負債 599 599

退職給付引当金 4,156 4,029

役員退職慰労引当金 154 208

その他 877 879

固定負債合計 10,024 9,637

負債合計 20,268 20,195

純資産の部

株主資本

資本金 1,600 1,600

資本剰余金 1,959 1,959

利益剰余金 19,314 19,544

自己株式 △442 △356

株主資本合計 22,430 22,747

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 364 575

評価・換算差額等合計 364 575

少数株主持分 1,528 1,489

純資産合計 24,323 24,812

負債純資産合計 44,592 45,008
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(2) 四半期連結損益計算書

 【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
 至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日

  至 平成22年12月31日)

完成工事高 34,036 34,616

完成工事原価 32,248 32,642

完成工事総利益 1,788 1,973

販売費及び一般管理費 1,964 1,917

営業利益又は営業損失（△） △175 56

営業外収益

受取配当金 75 84

受取地代家賃 47 52

その他 57 82

営業外収益合計 181 218

営業外費用

支払利息 15 5

投資事業組合運用損 － 3

その他 4 5

営業外費用合計 19 14

経常利益又は経常損失（△） △13 260

特別利益

固定資産売却益 127 －

貸倒引当金戻入額 － 69

その他 8 －

特別利益合計 135 69

特別損失

固定資産除却損 11 7

投資有価証券評価損 14 4

その他 3 1

特別損失合計 29 13

税金等調整前四半期純利益 91 316

法人税等 67 161

少数株主損益調整前四半期純利益 － 155

少数株主利益 39 47

四半期純利益又は四半期純損失（△） △14 108
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  該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

(3) 継続企業の前提に関する注記

(4) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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（追加情報） 

第１四半期連結会計期間から、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号

平成21年3月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第20号 平成20年3月21日）を適用しております。 

なお、前第３四半期連結累計期間の数値につきましては、当第３四半期連結累計期間の区分に組み替

えて表示しております。 

4. 補足情報

四半期連結受注高及び完成工事高の状況

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

（自 平成21年 4月 1日 （自 平成22年 4月 1日

  至 平成21年12月31日）  至 平成22年12月31日）

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額 
(百万円)

構成比
(％)

前
期
繰
越
受
注
高

報
告
セ
グ
メ
ン
ト

情報通信工事業 5,213 60.6  7,714 67.6

ソリューション事業 916 10.7  1,800 15.8

計 6,129 71.3  9,515 83.4

その他 2,466 28.7  1,891 16.6

合計 8,595 100.0  11,406 100.0

報
告
セ
グ
メ
ン
ト

情報通信工事業 26,874 70.0  23,801 63.2

当
期
受
注
高

ソリューション事業 5,152 13.4  6,661 17.7

計 32,027 83.4  30,463 80.9

その他 6,380 16.6  7,174 19.1

合計 38,407 100.0  37,638 100.0

報
告
セ
グ
メ
ン
ト

情報通信工事業 25,142 73.8  24,111 69.7

完
成
工
事
高

ソリューション事業 3,939 11.6  4,620 13.3

計 29,082 85.4  28,731 83.0

その他 4,954 14.6  5,884 17.0

合計 34,036 100.0  34,616 100.0

報
告
セ
グ
メ
ン
ト

情報通信工事業 6,944 53.6  7,405 51.3

次
期
繰
越
受
注
高

ソリューション事業 2,129 16.4  3,842 26.7

計 9,074 70.0  11,247 78.0

その他 3,891 30.0  3,180 22.0

合計 12,966 100.0  14,428 100.0
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